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は　じ　め　に
　文部科学省と厚生労働省は，2013年 5月 17日，2013年度大学新卒者 4月 1日現在の就職率が
前年度比 0.3ポイント上昇の 93.9パーセントとなり，2年連続で上昇したとの発表を行なった。

















― 学生・大学・社会のレリバンスの研究 ― ⑸
大学におけるキャリア教育とキャリア支援の展開
東　南　隆　光
  This report clarified carrier support carried out at a current university.
  The author pointed out a problem of the carrier support, and also examined the solution 
to problem. Furthermore, the author carried out a review and the documents investigation 
into precedent study and the questionnaire analysis about a problem of the carrier support.
  As a result, I confirmed three problems and suggested the improvement method.
  By findings, the authors proposed for development of career education and career 












































































































ると，2011年 10月ごろ①自己分析と②業界・企業研究を開始する。そして同年 12月 1日から
③エントリー11） を開始して，次いで④会社説明会へ徐々に参加し始める。そして⑤エントリー








































































































































































































































































































































































































































　第 3のキャリア支援スタッフの専門化と高度化は，第 2章第 3章を通じて確認されているが，










「はい」と回答した内訳，「国立 12.0パーセント，公立 6.4パーセント，私立 31.8パーセント（大









































コンテンツ 形態 講師 内　　　容 達成年限
①調査分析 研修 教員 アンケートを中心とした調査・分析の手法 3年
②労務行政・雇用情勢の理解 課題 部内 労務行政，雇用情勢の理解 1年
















⑨提起文書・企画書作成 課題 部内 提起文書・企画書の作成 3年




⑪戦略的論理思考スキル 研修 学外 ロジカルシンキング，仮説検証プロセス 3年
⑫プロジェクトマネージメント 研修 学外 プロジェクトマネージメントの理解と演習 3年

























1） 文部科学省ホームページ http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/ 
1301877.（2012年 11月 23日確認）
2） 文部科学省ホームページ http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/houkoku/ 
1289824.htm（2012年 11月 23日確認）







業会員のうち 1,285社，回答数 582社，回収率 45.3パーセント，＊製造業 44.3％，非製造業
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54.5％，無回答 1.2％，＊従業員数 1000人以上 70.6％，500人以上～1000人未満 14.1％，500
































分野の知識。③これら 2つのグループの関係についての正しい推論である。Parsons, F., 





18） 松本純平他編『JILPT資料シリーズ No. 43　キャリア・コンサルティング研修の研究』独立行
政法人労働政策研究・研修機構，2008年，4‒5ページ。
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23） 文部科学省 2012年 3月 27日発表，平成 22年度学校教員統計調査（確定値）の公表 http://











































33） 大場淳「日本における大学職員専門職化」『大学職員の開発 ― 専門職化をめぐって ―』高
等教育研究叢書 105，広島大学高等教育研究センター，2009年。
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